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わが国においても、昭和63（1988）年にオゾ

ン層保護法が制定され、その後、平成10（1998）

年に家電リサイクル法、平成13（2001）年にフロ

ン回収破壊法が制定されたことで、フロンの排出

抑制、回収・破壊処理の取組が進められています。

ア 特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）

家庭や事務所から排出される特定家庭用機器廃

棄物について、消費者が収集・運搬および再商品

化等の料金を負担し、小売業者は消費者から引き

取り、製造業者等へ引き渡す義務を負い、製造業

者等は再商品化等（リサイクル）する義務を果た

すことを基本とした家電リサイクル法が平成10

（1998）年度に制定され、平成13（2001）年４

月から本格施行されています。

イ 特定製品に係るフロン類の回収および破壊の実

施の確保等に関する法律（フロン回収破壊法）

業務用冷凍空調機器（第１種特定製品）および

カーエアコン（第2種特定製品）からフロンを放出

することを禁止し、機器が廃棄される際にフロン

回収等を義務づけたフロン回収破壊法が平成13

（2001）年6月に制定され、平成14（2002）年4

月に第1種特定製品部分が、同年10月に第２種特

定製品部分が本格施行されました。その後、平成

17（2005）年１月の使用済み自動車の再資源化

等に関する法律（自動車リサイクル法）の本格施

行に伴い、第２種特定製品部分については自動車

リサイクル法に移行しました。

ウ フロン回収破壊法に基づく回収業者の登録

業務用冷凍空調機器からフロンを回収する業者

（第１種フロン類回収業者）は、フロン回収破壊法

に基づく都道府県知事等の登録が必要です。また、

回収したフロンを破壊する業者（フロン破壊業者）

は、主務大臣（経済産業大臣、環境大臣）の許可

が必要です。

第１種フロン類回収業者登録 677件

（平成26（2014）年3月31日現在）

省エネルギーによる温室効果ガスの排出削減は

不可欠であることから、県民、事業者、行政が一

体となって省エネルギーを推進しています。

平成25（2013）年度も、これまでに引き続き

オフィス等の省エネルギー等の取組を呼びかける

「サマーエコスタイルキャンペーン」や「クール

アース・デー」を中心に施設等の消灯を行う「三

重県地球温暖化防止／ライトダウン運動」への参

加を呼びかけました。

県庁においても、平成11（1999）年度に導入

した ISO14000環境マネジメントシステムなど

により、引き続き電気使用量や廃棄物の削減など

環境負荷の低減に取り組んでいます。

幹線道路における交通の円滑化を図るため、信

号機の系統化（10基）、多現示化（10基）、半感応

化（16基）等の信号機の高度化改良を行うととも

に、主要交差点においてＬＥＤ式信号灯器（595

灯）の整備を進めることにより消費電力の削減を

図っていきます。

地球温暖化防止の観点から、省エネルギー・資

源の有効利用などの面で配慮がなされた住宅の普

及促進や、自然環境に調和し、親しめる住環境の

普及促進を図るとともに、優良な住宅のストック

を進めていきます。

これらの取組が、県・市町・住宅関連事業者な

どによって計画的かつ持続的に実施できるよう、

三重県住生活基本計画においても位置づけていま

す。

森林は、水源のかん養、土砂災害防止をはじめ、

保健・文化・教育的利用の場の提供など多様な機

能を有するとともに、二酸化炭素を吸収する働き

により地球温暖化防止にも貢献しています。

 こうした森林の機能を発揮するには、適正な管

理を継続的に行うことが必要であり、林業は木材

生産活動を通じて、その役割を担ってきました。

しかし、林業を取り巻く情勢は厳しく、採算性

の悪化、高齢化等による担い手不足のため、放置

される森林が増加するなど、林業経済活動による

森林の公益的機能の発揮は困難になり、森林の機

能低下が進み、県民生活への重大な影響が危惧さ

れています。

このため、平成25（2013）年度には、緊急の

２－１

１－３

２ 森林吸収源の整備





20

取り組むとともに、東日本大震災以降のエネルギ

ー情勢の変化などをふまえ、新エネルギービジョ

ンの改定を行い、平成32年度（2020年度）末導

入目標（表１-１-２）を設定しました。

ア 「公共施設等への新エネルギーの導入指針」に

よる率先導入

この指針は、県の施策方針として新エネルギー

を県の施設へ率先導入するため、各部が取り組む

べき内容を示したものです。

平成25（2013）年度には、県の公共施設等へ

計41kWの太陽光発電設備を導入し、累計1,222

kWとなりました。

イ 新エネルギーの普及支援事業の実施

県内への新エネルギー導入を促進するため、小

規模な新エネルギー設備を設置する事業者や個人

に対して導入支援事業を実施しています。

平成25（2013）年度においては、4事業所、89

世帯で、太陽光発電設備やバイオマス熱利用設備

等が設置されました。

ウ 新エネルギーの普及啓発

出前トークや新エネルギーセミナー等を開催し、

新エネルギーの普及啓発を行いました。

表１-１-２  ２０１２年度末新エネルギー導入量

ダム等に蓄えた水のエネルギーを有効利用した

二酸化炭素を排出しないクリーンなエネルギーを

供給しています。

平成25（2013）年度の供給電力量は約18,552

万kWhでした。

本県と中部電力(株)は、石炭と県産木質チップの

混焼発電を実現するた検討を進めてきましたが、

混焼率（石炭に対する木質チップの混合割合）が

高くなると、木質チップの破砕性が低下するなど

の課題解決ができなかったため、平成24（2012）

年11月に協議を終了しました。

新たな木質バイオマスの供給先として、松阪市

において県内初の木質バイオマス発電施設が建設

中で、平成26（2014）年11月の稼働が予定され

ているほか、２カ所の木質バイオマス発電所建設

計画が進められています。

農村地域において、農業用水等を利用した小水

力発電等の整備の促進を図り、農業用施設での発

電電力使用による地域活性化、自立分散型電源確

保に寄与することにより、農村の生活環境や生産

基盤整備、防災対策を通じて、生産性の向上や安

心・安全な農山漁村づくりを進めます。

平成25（2013）年度は、小水力発電施設の導

入に向けた中勢用水地区における実施設計の策定、

小水力発電の普及に向けた地域の小水力発電の賦

存量調査や市町および水路管理者への情報提供を

実施しました。

水道管内の水が持つ余剰エネルギーを有効利用

するため、小水力発電設備を導入しています。

可燃性ごみを固形燃料（ＲＤＦ）化し、ごみの持

つ未利用なエネルギーを有効に利用する取組を、

市町と一体となって行っています。本県は、市町

で製造されたＲＤＦの安定的な受け皿として、三

重ごみ固形燃料発電所（ＲＤＦ焼却・発電施設）を

管理運営し、ごみの持つエネルギーを利用して発

電を行っています。

平成25（2013）年度の供給電力量は約5,353

万ｋWｈでした。

（ア）ＲＤＦ処理能力 240ｔ／日

（イ）最大出力 12,050kW
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太陽光発電

太陽熱利用

風力発電

バイオマス発電

バイオマス熱利用
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クリーンエネルギー自動車

ヒートポンプ
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